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序　　　　文序　　　　文序　　　　文序　　　　文序　　　　文

　日本政府は、オマーン国（以下、オマーンと略す）政府の要請に基づき、同国のサラーラ港並

びに周辺地域開発計画に係る調査を実施することを決定し、国際協力事業団がこの調査を実施す

ることといたしました。

　当事業団は、本格調査に先立ち、本件調査を円滑かつ効果的に進めるため、平成11年３月31

日～４月16日までの17日間にわたり、運輸省港湾局建設課国際業務室長　村田進氏を団長とする

事前調査団（Ｓ／Ｗ協議）を現地に派遣しました。

　調査団は本件の背景を確認するとともにオマーン政府の意向を聴取し、かつ現地踏査の結果を

踏まえ、本格調査に関するＳ／Ｗに署名しました。

　本報告書は、今回の調査を取りまとめるとともに、引き続き実施を予定している本格調査に資

するためのものです。

　終わりに、調査にご協力とご支援を頂いた関係各位に対し、心より感謝申し上げます。

平成11年５月
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第１章　事前調査の概要第１章　事前調査の概要第１章　事前調査の概要第１章　事前調査の概要第１章　事前調査の概要

１－１　要請の背景・経緯１－１　要請の背景・経緯１－１　要請の背景・経緯１－１　要請の背景・経緯１－１　要請の背景・経緯

　オマーンは、石油依存型経済からの脱却と経済の多様化推進を国政の最重要課題として取り組

んでいる。また、国内の地域間経済格差（首都マスカットと他地域の格差）を是正することも重

要課題の一つとしている。係る状況下、同国政府は同国南部ドハール州サラーラにおいて、港湾

開発を核とする地域振興（産業集積と経済発展）を図るべく、既に世界有数の海運会社・シーラ

ンド、マースクと共同でサラーラ港のコンテナ埠頭建設に乗り出している（1999年半ばまでには

４つのコンテナバースが完成する予定である)。

　しかしながら、この計画はシーランド、マースクの両社が自ら占有するハブターミナルとして

同港を整備することのみが主眼となっており、将来的にシーランド、マースク以外の船社を誘致

して同港の本格的な国際コンテナハブポートとしての地位を確立するための長期的・戦略的な視

点が含まれていない。そのため、同港の国際航路上の地理的優位性を活用したコンテナ積み換え

を中心とする物流港湾機能の開発、並びに流通加工など関連産業の振興による周辺地域開発が必

要とされている。

　一方、同国の港湾分野においては、我が国はこれまでも開発調査（「北部地域港湾整備計画調

査」1989～1990年）及び専門家派遣（運輸大臣アドバイザー、1997～1998年）の協力実績があ

り、同国政府も高く評価している。同国政府としては、サラーラ港を戦略的な国際コンテナ物流

基地として開発すべくコンテナ施設を長期的に拡張する意向があり、また同時に同港周辺地域に

おける産業振興を主眼とした合理的な地域開発を目的とするマスタープラン（Ｍ／Ｐ）を策定す

る必要があることから、1997年11月、日本政府に対しＭ／Ｐ策定に係る開発調査を要請越した。

１－２　調査の目的１－２　調査の目的１－２　調査の目的１－２　調査の目的１－２　調査の目的

　事前調査団の派遣目的は、対処方針案会議の結果、次のとおりとした。

①先方政府の要請内容及び意向の確認

②Ｑ／Ｎによる資料及び情報の収集

③現地踏査

④本格調査実施方針及びＳ／Ｗの協議

⑤受入体制の確認

　・カウンターパート（Ｃ／Ｐ）

　・ステアリングコミッティー

⑥Ｓ／Ｗ、Ｍ／Ｍ署名
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１－５　主要面談者１－５　主要面談者１－５　主要面談者１－５　主要面談者１－５　主要面談者

(１) マスカット

（運輸省）

H. E. Salim bin Abdullah Al Ghazali／The Minister

Mr. Hiroshi Sasajima（笹嶋博)／Advisor to H. E. the Minister

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（ＪＩＣＡ派遣専門家）

Mr. Jamal T. Aziz／Director General of Ports and Maritime Affaires

Mr. Khalid Mohamed Mirza／Head of Projects & Planning Division - DGPMA

Mr. Hassan Bakheet Ajham Fadal／Directorate General of Ports and Maritime Affaires,

                              Acting Manager, Port Salalah

（商工省）

Ms. Manal Mohammad Al-Abdwani／Director General of Plannimg and Follow-up

（財務省）

Mr. Mohammad Abdullah Al Harthy／Director General of Financial Planning

（農林漁業省）

Mr. Hassan Ahmed Al Nabhani／Head of Minister's Office

（外務省）

Ms. Kahdijah Hassan Selman／Dy Head, Economic & Technical Cooperation Dept

          　　　　　　　    for Bilateral Cooperation with Friendly Nations

（オマーン投資促進輸出開発センター（OCIPED)）

Ms. Malak Ahmed Al-Shaibani／Acting Director General of Investment Promotion

Mr. Douglas Aitkenhead／Special Advisor

（在オマーン日本大使館）

神長　善次／特命全権大使

岩田　義正／公使参事官

松本　敬一／一等書記官

(２) サラーラ

（政府機関等）

Mr. Shaikh Khamis Bin Ali Bin Nassar Al Kalbani／Director General of Housing,

                                                 Dhofar Province

Mr. Ahmad Bin Ali Abdullah Al Habshi／Director of Town Planning & Survey,

                                   Director General of Housing, Dhofar Province
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Mr. Yaseen Tsmail Said／Tourism Director, Directorate General of Commerce and

                        Industry

Mr. Mihammed Abdullah Al-Yafaey／Director of Salalah Airport

Mr. Said Ali Salem Al-Maashani／Director, Public Establishment for Industrial

                                Estate

Mr. Abdulla Bin Salem Bin Amir Al-Rawas／Member Board, Executive Office Member,

　　　　　　　　　　　　　　　　　　     Chairman of Salalah Branch Committee,

 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Oman Chamber of Commerce and Industry

Mr. Ahmed Salem Marai Al-Shanfari／Director (Food Stuff), Salalah Branch Committee,

　　　　　　　　　　　　　　　　　Oman Chamber of Commerce and Industry

（民間企業）

Mr. Mohammed Ahmed Al Dheeb／General Manager, Raysut Cement Company (SAOG)

Mr. Abdulrahman Barham／General Manager, Salalah Mills Co. SAOG

（その他）

財津　吉寿／ＪＩＣＡ派遣専門家（農業）

飯山　太一／ＪＩＣＡ派遣専門家（農業）

岩尾　恒雄／ＪＩＣＡ派遣専門家（漁業）

(３) ドバイ

（政府機関）

Mr. Jan Bak／Asst. Sales Manager, Dubai Ports Authority

（ＦＴＺ内日系企業）

Mr. Tetsuya Hayashi／Sales & Procurement Manager, AIWA GULF FZE

Mr. Seiichiro Kitajima／Deputy General Manager, AIWA GULF FZE

Mr. Genichiro Nishi／Director, Matsushita Electric Industrial Co. (Panasonic

Gulf FZE）

Mr. Takaki Yasumoto／Managing Director, Matsushita Electric Industrial Co.

Mr. Atsushi Hinoki／General Manager, Matsushita Electric Industrial Co.

Mr. Keiichi Nakamura／Director Accounts, Matsushita Electric Industrial Co.

（船社・フォワーダー）

Mr. Hamid Ali／Operations Manager, Sea Land

Mr. Kenneth A. Bedward／General Manager, P&O Nedlloyd

Mr. EliasL.Monem／Vice President Cargo, Airlink
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三好 明壽／大阪商船三井（株）デュバイ主席在勤員

Mr. Akihisa Kobayashi／Senior Resident Representative Dubai, 日本郵船（株）

炭屋　渡／Ｍanaging Director, 日新 Middle East FZE

Mr.Francis Reys／Line Manager, SEA CONSORTIUM MIDDLE EAST

（在ドバイ日本領事館）

山崎　祐輔／領事

（その他）

Mr. Yukio Yamamoto／Director, JETRO

（以上、日本語表記の人名については敬称略）
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第２章　Ｓ／Ｗ協議の内容・結果第２章　Ｓ／Ｗ協議の内容・結果第２章　Ｓ／Ｗ協議の内容・結果第２章　Ｓ／Ｗ協議の内容・結果第２章　Ｓ／Ｗ協議の内容・結果

　事前調査団は首都マスカットにおいて同国運輸省、商工省、その他政府機関と、本件「サラー

ラ港並びに周辺地域開発計画調査」に係るＳ／Ｗについての協議を行った。さらにサラーラにお

いては、ドハール州政府、政府関係機関、民間企業等を訪問し、調査対象地域における関連情報

収集とサラーラ港の現地踏査を行った。

　これら協議の結果を踏まえ、調査団は４月13日に同国運輸省との間でＳ／Ｗ及びＭ／Ｍへの署

名・交換を行った（署名者／調査団：村田団長、オマーン：ガザリ運輸大臣)。

　今般の協議内容及び確認された事項のうち、特筆すべき点は次の４項目である。

(１) 要請の背景

　サラーラ港は、従来サラーラ地方（同国南部の中心都市であり、現国王の出身地）の

物資搬出入（年間40万トン程度）の機能をもつ小規模な地方港湾であった。しかし、紅

海、スエズ運河を経由してアジアとヨーロッパを結ぶ主要国際航路から150マイルしか離

れていないという地理的優位性に着目したシーランド（米国）とマースク（デンマーク）

の２大船社が同国政府に働きかけた結果、同港を国際コンテナ貨物の集積拠点（ハブポー

ト）化するとの政府方針が決定された。同国政府としては、前記２社以外にも同港に外

国船社を誘致して世界的なハブポートを形成し、これを梃子に後背地の発展を図り、現

在の総人口に占める若年層人口比率が突出して高い人口構造にかんがみ、近い将来の雇

用機会創出を意図している。なお、同国の国家開発計画である「ビジョン2020」でも、

石油依存型経済から脱却し、経済多様化を図ることが最重要課題とされており、サラー

ラ港の開発は同計画の公共投資プログラムのなかで最優先のプライオリティーが付され

ている。

(２) 調査の目的及び内容

　先方運輸大臣より、本件調査要請時（1997年秋）以降の状況変化として、大型コンテ

ナターミナルの完成（大水深大型コンテナ岸壁４バース）に加え、商工省によるフリー

トレードゾーン（ＦＴＺ：自由貿易区）計画、及び民間による船舶修理工場立地計画の

進捗について説明があった。そのうえで、これらを踏まえて長期的港湾開発の方向性と

段階整備の考え方、及び港湾開発を核とする産業立地政策のあり方を検討してほしい旨

要請された。また、短期的な港湾及びその関連地域開発の方向性は既に固まっているた

め、本件調査においては既存計画のレビューを十分に行ってほしいとの要望も出された。

　これを受け調査団からは、本件調査は港湾とその直背後の産業開発に焦点をあてた段

階的な開発プランを提示することを目的とすること、及び既存の計画のレビューと見直
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しを中心としつつ、政策のあり方などのソフト面等にも触れる内容にすることを提案し、

双方合意した。

(３) 調査期間

　先方運輸大臣より、本件調査の要請から今般の事前調査団派遣までに予想外の時間が

費やされたことに触れつつ、港湾及び関連地域開発を早急に進めたいこと、及び周辺国

との競争や激変する世界の海運動向（コンテナ船の大型化、船社のグループ化等）に対

応できるよう港湾建設を急ぐことから、速やかな調査実施と早期の結果提示が強く要請

された。

　これに対し調査団からは、本格調査では一定水準の調査結果を得るためにはおのずと

必要なプロセスを踏むことになるため、調査期間の大幅な短縮は困難である旨を説明し

た。またそのうえで、対処方針案に基づき、当初提示した調査工程を２か月短縮すると

ともに、調査の途中段階でも必要に応じ、既存計画に対する提言を機動的に行うことな

どを提案し、双方合意した。なお、本格調査の開始時期については、事前調査団の帰国

後、可能な限り早期に本格調査団を派遣する旨を先方に対し口頭で言いおくにとどめた。

ガザリ運輸大臣をはじめとする先方の強い期待や、モンスーン時期（６～９月）におけ

る調査実施の制約を考慮し、本格調査を早期に実施することが肝要である。

(４) 調整委員会

　現地では、セメントや製粉などのバラ貨物輸出型工場が港湾から離れた地点に立地し

ているなど、輸送効率の低い状況にある。これは、先方政府内の関連機関間の調整が十

分図られないまま計画が進められたためと考えられる。

　本格調査の円滑な実施と、調査結果に基づきサラーラ港と港湾を核とする後背地にお

ける産業開発と投資環境整備を進めていくために、調査団より運輸省を中心とした関係

各省庁より構成される調整委員会（Coordination Committee）の設置を要望した。これ

に対し先方は、本格調査の開始までに当該委員会を組織し、その構成についてＪＩＣＡ

本部に連絡越すことを約束した。
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第３章　本格調査への提言第３章　本格調査への提言第３章　本格調査への提言第３章　本格調査への提言第３章　本格調査への提言

３－１　本格調査の目的３－１　本格調査の目的３－１　本格調査の目的３－１　本格調査の目的３－１　本格調査の目的

　同国はマスカット首都圏の発展が他の地域に比して突出しており、地域間格差が深刻な課題の

一つとなっている。本件は、こうした国内地域間格差を是正する観点から、南部ドハール州サ

ラーラ港を国際的なハブポートとして開発するとともに、港湾後背地域の開発を図るため、港湾

施設及び後背地域の産業振興のための総合的な開発計画を策定する。さらに計画遂行の実効性を

高めるための段階計画の策定・各種提言を行うとともに、Ｃ／Ｐへの技術移転を実施して、計画

実現への支援を講じる。

３－２　本格調査の内容３－２　本格調査の内容３－２　本格調査の内容３－２　本格調査の内容３－２　本格調査の内容

(１) 現状分析

●サラーラ港の既存施設、既存計画のレビュー

●港湾管理・運営体制のレビュー

●社会・経済状況及び開発計画に関するレビューと分析

●社会・経済フレームワークの設定

●自然条件・環境状況調査

●国際海上貨物流動に係る分析

(２) サラーラ港Ｍ／Ｐの策定

●サラーラ港長期開発戦略の構築

・サラーラ港に期待される役割・機能の確定

・海上貨物輸送の需要予測及びサラーラ港競争力の分析

・開発シナリオの設定

・港湾管理運営及び港湾プロモーションの戦略設定

●サラーラ港Ｍ／Ｐの策定（目標年次2020年）

・港湾施設及び港湾関連産業の立地計画

・港湾施設及び港湾関連インフラの概略設計

・港湾施設及び臨海部開発に係る概略投資額積算

・経済・財務分析

・段階整備計画策定

・初期環境影響評価
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(３) 後背地域開発計画の策定（目標年次2020年）

●既存ゾーニング計画のレビュー

●開発ポテンシャル及び主要セクターの制約要因分析

●主要セクター開発戦略及び産業関連インフラ整備戦略策定

●予備的経済評価

●実施体制・概略費用

(４) 総合評価・提言

３－３　本格調査の留意事項３－３　本格調査の留意事項３－３　本格調査の留意事項３－３　本格調査の留意事項３－３　本格調査の留意事項

　調査の内容及び進行について留意すべき事項を、Ｓ／Ｗ協議時にオマーン政府と合意した事項

も勘案のうえ整理すると、次のようになる。

(１) サラーラ港の開発については、英国のコンサルタントが作成したＭ／Ｐが存在するも

のの、これは技術的・経済的な検討を経ていない相当にラフなものである。よって先方

政府が本件調査に期待しているのは、自然条件や他の関連要素について調査することに

よって、適切な港湾開発Ｍ／Ｐを策定することである。

(２) 特に「ハブポート形成」という観点からサラーラ港の開発ポテンシャルを検討するに

あたっては、国際海上貨物流動の将来を的確に見通し、このうちどの程度を同港で中継

する貨物需要として見込むかといったシナリオ設定が非常に重要な分野となってくるも

のと思われる。また、港湾開発にあたっては、民間活力を積極的に取り込んでいこうと

するオマーン政府側の意向を念頭に置けば、本件調査においてサラーラ港のポートセー

ルス及び投資戦略を検討するにあたっては「経営的観点」の知見が相当に重要な要素と

なるものと思われる。

(３) 目下進行中のコンテナターミナル拡張計画のほか、ＦＴＺ計画（商工省管轄）や船舶

修理工場（民間主導）等の既に進行している計画については、本件調査においては所与

の条件として見なすこととする。すなわち、調査団は既にオマーン政府が行った調査（報

告書）をレビューするとともに、ＦＴＺに関するオマーン政府の政策に対し相応の配慮

を行う必要があるため、オマーン側Ｃ／Ｐとのコミュニケーションを通じて、本件調査

の各段階で必要に応じてこれら既存計画に対するアドバイスや提言を行う。
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(４) 各段階のレポートでは、オマーン側が「緊急的イシュー」としている次の項目に関し

て、可能な限りの提言を盛り込むこととする。

●サラーラ港後背地域の土地利用計画（ゾーニング・プラン）

●ポート・オーソリティの設置

●オマーン政府によるマーケティング戦略（民間セクターによるマーケティング活動か

ら独立した政府独自のもの）

(５) Ｓ／Ｗ上に調査対象地域として記載されている「（サラーラ港の）後背地域」は、サ

ラーラ空港までを含む、港湾を囲む地域を示す。本件調査では主に、調査対象地域内に

位置するＦＴＺや港湾に直接関連する施設及び活動に関するものに焦点をあてるが、サ

ラーラ及びその隣接するWilayatsについても、港湾とその後背地域の開発がもたらすイ

ンパクト（効果）及び開発ポテンシャルが確認できた場合に調査の対象とする。また、

港湾及び後背地域の段階的開発がもたらす、国家レベルのマクロ経済に対するインパク

トの評価／確認も行う。

(６) 「後背地域の計画」については、港湾に関係する主要な経済活動／サービスに焦点を

あてた戦略的な観点から、主に政策的イシューにつき検討する。また後背地域の段階的

開発計画は、サラーラ港の段階的開発計画との関連で策定する必要がある。

(７) オマーン政府側では、本件調査を通じて行われる技術移転についても大きな期待を寄

せており、Ｃ／Ｐ研修などの技術移転プログラムは、調査開始時に着手報告書で提示す

ることを要求している。技術移転の内容としては、全国的視点からの各港湾の位置づけ

などの戦略構築や、後背地域開発計画と港湾計画との関連づけなどが重要であると考え

られる。

３－４　本格調査の実施体制３－４　本格調査の実施体制３－４　本格調査の実施体制３－４　本格調査の実施体制３－４　本格調査の実施体制

(１) 調整委員会の設置

　本格調査の実施に際しては、Ｃ／Ｐ機関（オマーン運輸省）のほかに、オマーン側で

運輸省を議長とする調整委員会を設置する旨、今般の協議で合意された。当該委員会の

メンバーはオマーン運輸省が選ぶ関係省庁・各機関から構成される予定（今回の協議に

参加したオマーン側の顔ぶれからすると、商工省、財務省、農林漁業省、外務省等が想

定される）であり、比較的幅広いセクターをカバーする本件調査において、調査団は必要

に応じて当該委員会を通じて情報収集や政策的な問題を確認／検討することが可能である。
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(２) 調査実施体制（案）

　事前調査の結果から考えられる本格調査団の調査実施体制（案）は以下のとおりであ

る。

担当分野 主な業務内容

1 総括／港湾政策 業務全体の取りまとめ、港湾政策全般

2 地域開発 港湾関連産業の立地想定、既存計画レビュー、港湾開
発による後背地における裨益の検討、港湾後背地土地
利用計画、対象地域内での産業立地シナリオ設定

3 港湾計画／投資計画 全国港湾開発ビジョンの検討、サラーラ港開発戦略、
港湾施設配置計画、段階整備計画、投資規模の算定

4 需要予測 国際海運動向並びに周辺地域開発を踏まえたサラーラ
港のマクロ的需要予測、発展シナリオの設定

5 財務分析 ポートセールスを含む港湾運営戦略の設定、サラーラ
港Ｍ／Ｐに係る財務分析

6 管理運営／港湾振興 港湾管理・運営制度、人材育成、Ｃ／Ｐ研修企画

7 経済分析 調査対象地域の社会経済フレームの設定、サラーラ港
Ｍ／Ｐに係る経済評価、後背地域開発計画に係る予備
的経済評価

8 産業振興 調査対象地域における産業開発ポテンシャル、及び主
要セクターの制約要因の分析、主要セクター開発戦略
の設定

9 産業関連インフラ整備 運輸交通（港湾除く)・エネルギー・通信の各分野に係
る現状把握、需給バランスのチェック、産業関連イン
フラ整備計画の策定

10 港湾施設設計／施工／積算 港湾関連施設に係る概略設計、施工・積算の検討

11 自然条件 自然条件調査（現地再委託の企画・監督・指導等を含
む）

12 環境配慮 環境影響評価
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